
（
右
条
約
の
英
文
）

平成年月日 水曜日 第号官 報

第
三
条

協
定
第
八
条
第
四
文
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

当
該
情
報
は
、
情
報
を
提
供
す
る
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
の
書
面
に
よ
る
明
示
の
同
意
が
な
い
場
合
に
は
、

他
の
者
又
は
当
局
（
非
締
約
国
内
に
あ
る
も
の
を
含
む
。）に
開
示
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
四
条

協
定
第
十
八
条
３
の
次
に
次
の
４
を
加
え
る
。

４

２
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
五
条
の
Ａ
の
規
定
は
、
次
の
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

⒜

課
税
年
度
に
基
づ
い
て
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
二
千
十
七
年
一
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
各
課
税
年

度
の
租
税

⒝

課
税
年
度
に
基
づ
か
な
い
で
課
さ
れ
る
租
税
に
関
し
て
は
、
二
千
十
七
年
一
月
一
日
以
後
に
課
さ
れ
る
租
税

第
五
条

１

こ
の
議
定
書
は
、
両
締
約
国
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
令
上
の
手
続
に
従
っ
て
承
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
議

定
書
は
、
そ
の
承
認
を
通
知
す
る
外
交
上
の
公
文
の
交
換
の
日
の
後
三
十
日
目
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
。

２

協
定
の
不
可
分
の
一
部
を
成
す
こ
の
議
定
書
は
、
協
定
が
有
効
で
あ
る
限
り
効
力
を
有
す
る
。

以
上
の
証
拠
と
し
て
、
下
名
は
、
各
自
の
政
府
か
ら
正
当
に
委
任
を
受
け
て
こ
の
議
定
書
に
署
名
し
た
。

二
千
十
七
年
二
月
九
日
に
ナ
ッ
ソ
ー
で
、ひ
と
し
く
正
文
で
あ
る
日
本
語
及
び
英
語
に
よ
り
本
書
二
通
を
作
成
し
た
。

日
本
国
政
府
の
た
め
に

中
野
正
則

バ
ハ
マ
国
政
府
の
た
め
に

マ
イ
ケ
ル
・
ハ
ル
キ
テ
ィ
ス

総
務
大
臣

石
田

真
敏

外
務
大
臣

河
野

太
郎

財
務
大
臣

麻
生

太
郎

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

麻
生

太
郎


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